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＜議案第８３号 堺市市税条例の一部を改正する条例＞ 

堺市市税条例（昭和４１年条例第３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（災害等による期限の延長） （災害等による期限の延長） 

第５条 市長は、災害その他やむを得ない理由により、法又はこの条例に

定める申告、申請、請求その他書類の提出（審査請求に関するものを除

く。）又は納付若しくは納入に関する期限までに、これらの行為をする

ことができないと認めるときは、その理由のやんだ日から２月以内に限

り、当該期限を延長することができる。 

第５条 市長は、広範囲にわたる災害その他やむを得ない理由により、

法又はこの条例に定める申告、申請、請求その他書類の提出（審査請

求に関するものを除く。）又は納付若しくは納入（以下この条におい

て「申告等」という。）に関する期限までにこれらの行為をすること

ができないと認める場合には、地域、期日その他必要な事項を指定し

て当該期限を延長するものとする。 

（追加） ２ 前項の規定による指定は、市長が告示によって行うものとする。 

（追加） 

３ 市長は、災害その他やむを得ない理由により、申告等に関する期限

までにこれらの行為をすることができないと認める場合には、第１項

の規定の適用がある場合を除き、当該行為をすべき者の申請により、

その理由のやんだ日から２月以内において、期日を指定して当該期限

を延長するものとする。 

（追加） 
４ 前項の申請は、同項に規定する理由がやんだ後速やかに、その理由

を明らかにしてしなければならない。 

（中小法人等に対する課税の特例） （中小法人等に対する課税の特例） 

第１６条の２ （略） 第１６条の２ （略） 

２ 法人税法第４条の７に規定する受託法人については、前項の規定は、 ２ 法人税法第４条の３に規定する受託法人については、前項の規定は、
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適用しない。 適用しない。 

３～６ （略） ３～６ （略） 

 （税額控除）  （税額控除） 

第１７条 １～７ （略） 第１７条 １～７ （略） 

８ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除す

ることができなかった額があるときは、政令第４８条の９の３から第

４８条の９の６までに定めるところにより、同項の納税義務者に対し

その控除することができなかった金額を還付し、又は当該納税義務者

の法第３１４条の９第１項の申告書に係る年度分の個人の府民税若し

くは市民税に充当し、若しくは当該納税義務者の未納に係る徴収金に

充当するものとする。 

８ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除す

ることができなかった額があるときは、政令第４８条の９の３から第

４８条の９の６までに定めるところにより、同項の納税義務者に対し

その控除することができなかった金額を還付し、又は当該控除するこ

とができなかった金額のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する

還付をすべき金額により、当該納税義務者の同条第１項の確定申告書

に係る年の末日の属する年度の翌年度分の個人の府民税、個人の市民

税若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し、若しくは当該納税

義務者の未納に係る徴収金を納付し、若しくは納入する。 

９ （略） ９ （略） 

 （個人の市民税の徴収の方法）  （個人の市民税の徴収の方法等） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

（追加） 
２ 個人の府民税は、当該個人の市民税を賦課し、及び徴収する場合に

併せて賦課し、及び徴収する。 

（追加） 
３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する

場合に併せて賦課し、及び徴収する。 

（給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） 
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第２４条 納税義務者が前年中において給与の支払を受けた者であり、

かつ、当該年度の初日において給与の支払を受けている者（支払期間

が１月を超える期間により定められている給与のみの支払を受けてい

ることその他これに類する理由があることにより、特別徴収の方法に

よって徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下

この条及び次条において「給与所得者」という。）である場合におい

ては、当該納税義務者に対して課する個人の市民税のうち当該納税義

務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額は、特

別徴収の方法によって徴収する。 

第２４条 納税義務者が前年中において給与の支払を受けた者であり、

かつ、当該年度の初日において給与の支払を受けている者（支払期間

が１月を超える期間により定められている給与のみの支払を受けてい

ることその他これに類する理由があることにより、特別徴収の方法に

よって徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下

この条及び次条において「給与所得者」という。）である場合におい

ては、当該納税義務者に対して課する個人の市民税のうち当該納税義

務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて

賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次項及び第５項において同じ。）

の合算額は、特別徴収の方法によって徴収する。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者に当該年度

の初日の翌日から翌年の４月３０日までの間において異動を生じた場

合において、当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の

支払をする者となった者（所得税法第１８３条の規定によって給与の

支払をする際、所得税を徴収して納付する義務がある者に限る。）を

通じて、当該異動によって従前の給与の支払をする者から給与の支払

を受けなくなった日の属する月の翌月の１０日（その支払を受けなく

なった日が翌年の４月中である場合には、同月３０日）までに、第１

項の規定により特別徴収の方法によって徴収されるべき前年中の給与

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額（既に特別徴収の方法によ

って徴収された金額があるときは、当該金額を控除した金額）を特別

徴収の方法によって徴収されたい旨の申出をしたときは、当該合算額

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者に当該年度

の初日の翌日から翌年の４月３０日までの間において異動を生じた場

合において、当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の

支払をする者となった者（所得税法第１８３条の規定によって給与の

支払をする際所得税を徴収して納付する義務がある者に限る。）を通

じて、当該異動によって従前の給与の支払をする者から給与の支払を

受けなくなった日の属する月の翌月の１０日（その支払を受けなくな

った日が翌年の４月中である場合には、同月３０日）までに、第１項

の規定により特別徴収の方法によって徴収されるべき前年中の給与所

得に係る所得割額及び均等割額の合算額（既に特別徴収の方法によっ

て徴収された金額があるときは、当該金額を控除した金額）を特別徴

収の方法によって徴収されたい旨の申出をしたときは、当該合算額を
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を特別徴収の方法によって徴収するものとする。ただし、当該申出が

翌年の４月中にあった場合において、特別徴収の方法によって徴収す

ることが困難であると市長が認めるときは、この限りでない。 

特別徴収の方法によって徴収するものとする。ただし、当該申出が翌

年の４月中にあった場合において、特別徴収の方法によって徴収する

ことが困難であると市長が認めるときは、この限りでない。 

（給与所得に係る普通徴収税額への繰入れ） （給与所得に係る普通徴収税額への繰入れ） 

第２７条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等

により給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収さ

れないこととなった場合においては、特別徴収の方法によって徴収され

ないこととなった金額に相当する税額は、その特別徴収の方法によって

徴収されないこととなった日以後において到来する第２２条第１項の

納期がある場合においてはそれぞれの納期において、その日以後に到来

する同条の納期がない場合においては直ちに、普通徴収の方法によって

徴収する。 

第２７条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等

により給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収さ

れないこととなった場合においては、特別徴収の方法によって徴収され

ないこととなった金額に相当する税額は、その特別徴収の方法によって

徴収されないこととなった日以後において到来する第２２条第１項の

納期がある場合においてはそれぞれの納期において、その日以後に到来

する同項の納期がない場合においては直ちに、普通徴収の方法によって

徴収する。 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収） （公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第２７条の２ 納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同日において老齢等年

金給付の支払を受けている年齢６５歳以上の者（特別徴収の方法によ

って徴収することが著しく困難であると認められる者として次に掲げ

るものを除く。以下この節において「特別徴収対象年金所得者」とい

う。）である場合においては、当該納税義務者の前年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額（当該納税義務者に

係る均等割額を第２４条第１項の規定により特別徴収の方法によって

徴収する場合においては、公的年金等に係る所得に係る所得割額。以

第２７条の２ 納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同日において老齢等年

金給付の支払を受けている年齢６５歳以上の者（特別徴収の方法によ

って徴収することが著しく困難であると認められるものとして次に掲

げるものを除く。以下この節において「特別徴収対象年金所得者」と

いう。）である場合においては、当該納税義務者の前年中の公的年金

等に係る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を

行う森林環境税額を含む。以下この条及び第２７条の５において同

じ。）の合算額（当該納税義務者に係る均等割額を第２４条第１項の
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下この条及び第２７条の５において同じ。）の２分の１に相当する額

（以下この節において「年金所得に係る特別徴収税額」という。）を

当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の３月３１日までの

間に支払われる老齢等年金給付から当該老齢等年金給付の支払の際に

特別徴収の方法によって徴収する。 

規定により特別徴収の方法によって徴収する場合においては、公的年

金等に係る所得に係る所得割額。以下この条及び第２７条の５におい

て同じ。）の２分の１に相当する額（以下この節において「年金所得

に係る特別徴収税額」という。）を当該年度の初日の属する年の１０

月１日から翌年の３月３１日までの間に支払われる老齢等年金給付か

ら当該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方法によって徴収す

る。 

(1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（市民税の減免） （市民税の減免等） 

第２９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち市民税の全

額負担に堪えることが困難であると認める者については、当該各号に

定めるところにより、市民税を減免する。ただし、第１号、第２号及

び第７号から第９号までに規定する減免については、当該事由が生じ

た日前に納期限が経過している市民税（特別徴収に係るものにあって

は、その日の属する月までの市民税）を除くものとする。 

第２９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち市民税の全

額負担に堪えることが困難であると認める者については、当該各号に

定めるところにより、市民税を減免する。ただし、第１号から第３号

まで及び第７号から第９号までに規定する減免については、当該事由

が生じた日前に納期限が経過している市民税（特別徴収に係るものに

あっては、その日の属する月までの市民税）を除くものとする。 

(1) （略）  (1) （略） 

(2) 失業者（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第１０条第１

項に規定する求職者給付の受給資格を有する者及びこれに準ずる者

をいう。）で、当該減免を受けようとする市民税の賦課期日の属す

る年（以下この項において「賦課期日の属する年」という。）中の

合計所得金額の見込額が賦課期日の属する年の前年の給与所得金額

(2) 失業者（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第１０条第１

項に規定する求職者給付の受給資格を有する者及びこれに準ずる者

をいう。）で、当該減免を受けようとする市民税の賦課期日の属す

る年（以下この項において「賦課期日の属する年」という。）中の

合計所得金額の見込額が賦課期日の属する年の前年の給与所得金額
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の１０分の７以下に減少し、かつ、その者の前年の合計所得金額（法

第３１４条の２第２項に規定する基礎控除額に相当する額を控除し

た後の金額とする。ただし、次に掲げる者の区分に応じ、当該金額

からそれぞれ次に定める額を控除した後の金額とする。以下この号、

次号、第８号及び第９号において同じ。）が２，８００，０００円

以下の者 前年の合計所得金額に応じ、規則で定める割合を減免 

の１０分の７以下に減少し、かつ、その者の前年の合計所得金額（法

第３１４条の２第２項に規定する基礎控除額に相当する額を控除し

た後の金額とする。ただし、次に掲げる者の区分に応じ、当該金額

からそれぞれ次に定める額を控除した後の金額とする。以下この号、

次号、第８号及び第９号において同じ。）が２，８００，０００円

以下の者 前年の合計所得金額に応じ、規則で定める割合を減免 

ア （略） ア （略） 

イ 法第３１４条の２第７項の配偶者特別控除額がある者 法第３

１４条の２第１項第１０号の２にそれぞれ定める金額 

イ 法第３１４条の２第６項の配偶者特別控除額がある者 法第３

１４条の２第１項第１０号の２にそれぞれ定める金額 

ウ （略） ウ （略） 

エ 法第２９２条第１項第９号の扶養親族（法第３１４条の２第５

項に規定する同居直系尊属（以下この号において「同居直系尊属」

という。）を除く年齢７０歳以上の者に限る。）を有する者 １

人につき３８万円 

エ 法第２９２条第１項第９号の扶養親族（法第３１４条の２第４

項に規定する同居直系尊属（以下この号において「同居直系尊属」

という。）を除く年齢７０歳以上の者に限る。）を有する者 １

人につき３８万円 

オ （略） オ （略） 

カ 法第３１４条の２第４項の同居特別障害者を有する者 １人に

つき２３万円 

カ 法第３１４条の２第３項の同居特別障害者を有する者 １人に

つき２３万円 

(3)～(10) （略） (3)～(10) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ １の納税義務者が第１項各号及び前項に規定する減免事由の２以上

に該当するときは、そのうち最も有利な減免の割合を適用する。 

３ 一の納税義務者が第１項各号及び前項に規定する減免事由の２以上

に該当するときは、そのうち最も有利な減免の割合を適用する。 

４ （略） ４ （略） 
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（追加） 

５ 市長は、第１項第２号、第３号又は第８号の規定により減免を受け

た者が、その後において、それぞれ当該各号の規定に該当しなくなっ

たと認めるときは、規則で定めるところにより、当該減免の全部又は

一部を取り消すことができる。 

（市民税の減免に関する申請等） （市民税の減免に関する申請等） 

第３０条 １・２ （略） 第３０条 １・２ （略） 

（追加） 

３ 前条の規定により市民税の減免を受けた者は、市長から減免に関す

る規定に該当する事由に係る事実を証明する書類の提出を求められた

場合は、速やかに当該書類を市長に提出しなければならない。 

３～５ （略） ４～６ （略） 

（法第３４９条の３第２７項等の条例で定める割合） （法第３４９条の３第２７項等の条例で定める割合） 

第３３条 地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第

１条の規定による改正後の地方税法（以下「令和４年新法」という。）

第３４９条の３第２７項に規定する家庭的保育事業の用に供する家屋

及び償却資産に係る同項の条例で定める割合は、２分の１とする。 

第３３条 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）第

１条の規定による改正後の地方税法（以下「令和５年新法」という。）

第３４９条の３第２７項に規定する家庭的保育事業の用に供する家屋

及び償却資産に係る同項の条例で定める割合は、２分の１とする。 

２ 令和４年新法第３４９条の３第２８項に規定する居宅訪問型保育事

業の用に供する家屋及び償却資産に係る同項の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

２ 令和５年新法第３４９条の３第２８項に規定する居宅訪問型保育事

業の用に供する家屋及び償却資産に係る同項の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

３ 令和４年新法第３４９条の３第２９項に規定する事業所内保育事業

の用に供する家屋及び償却資産に係る同項の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

３ 令和５年新法第３４９条の３第２９項に規定する事業所内保育事業

の用に供する家屋及び償却資産に係る同項の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

（法第３５２条の２第５項及び第６項の規定による固定資産税額の按 （法第３５２条の２第５項及び第６項の規定による固定資産税額の按
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分の申出） 分の申出） 

第３４条の２ （略） 第３４条の２ （略） 

２ 特定被災共用土地（法第３５２条の２第６項に規定する特定被災共

用土地をいう。以下この項及び次項において同じ。）に係る固定資産

税額の按分の申出は、特定被災共用土地納税義務者（法第３５２条の

２第６項に規定する特定被災共用土地納税義務者をいう。第５号及び

第４項において同じ。）の代表者が被災年度（法第３４９条の３の３

第１項に規定する被災年度をいう。第３号及び第４５条の３において

同じ。）の翌年度又は翌々年度（法第３４９条の３の３第１項に規定

する避難の指示等（以下この項及び第４５条の３において「避難の指

示等」という。）が行われた場合において、法第３４９条の３の３第

１項に規定する避難等解除日（以下この項及び第４５条の３において、

「避難等解除日」という。）の属する年が法第３４９条の３の３第１

項に規定する被災年（以下この項及び第４５条の３において「被災年」

という。）の翌年以後の年であるときは、当該被災年度の翌年度から

避難等解除日の属する年の１月１日から起算して３年を経過する日を

賦課期日とする年度までの各年度とし、法第３４９条の３の３第１項

に規定する被災市街地復興推進地域（第４５条の３において「被災市

街地復興推進地域」という。）が定められた場合（避難の指示等が行

われた場合において、避難等解除日の属する年が被災年の翌年以後の

年であるときを除く。第４５条の３において同じ。）には、当該被災

年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を

賦課期日とする年度までの各年度とする。）の初日の属する年の１月

２ 特定被災共用土地（法第３５２条の２第６項に規定する特定被災共

用土地をいう。以下この項及び次項において同じ。）に係る固定資産

税額の按分の申出は、特定被災共用土地納税義務者（法第３５２条の

２第６項に規定する特定被災共用土地納税義務者をいう。第５号及び

第４項において同じ。）の代表者が被災年度（法第３４９条の３の３

第１項に規定する被災年度をいう。第３号及び第４５条の３において

同じ。）の翌年度又は翌々年度（法第３４９条の３の３第１項に規定

する避難の指示等（以下この項及び第４５条の３において「避難の指

示等」という。）が行われた場合において、法第３４９条の３の３第

１項に規定する避難等解除日（以下この項及び第４５条の３において

「避難等解除日」という。）の属する年が法第３４９条の３の３第１

項に規定する被災年（以下この項及び第４５条の３において「被災年」

という。）の翌年以後の年であるときは、当該被災年度の翌年度から

避難等解除日の属する年の１月１日から起算して３年を経過する日を

賦課期日とする年度までの各年度とし、法第３４９条の３の３第１項

に規定する被災市街地復興推進地域（第４５条の３において「被災市

街地復興推進地域」という。）が定められた場合（避難の指示等が行

われた場合において、避難等解除日の属する年が被災年の翌年以後の

年であるときを除く。第４５条の３において同じ。）には、当該被災

年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を

賦課期日とする年度までの各年度とする。）の初日の属する年の１月
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３１日までに次に掲げる事項を記載し、かつ、第４号に掲げる事実を

証する書類を添付した申出書を市長に提出して行わなければならな

い。 

３１日までに次に掲げる事項を記載し、かつ、第４号に掲げる事実を

証する書類を添付した申出書を市長に提出して行わなければならな

い。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

（固定資産税の課税免除） （固定資産税の課税免除） 

第３５条 次の各号に掲げる固定資産に対しては、固定資産税を課さな

い。ただし、固定資産を有料で借り受けた者がこれを次に掲げる固定

資産として使用する場合においては、この限りでない。 

第３５条 次の各号に掲げる固定資産に対しては、固定資産税を課さな

い。ただし、固定資産を有料で借り受けた者がこれを次に掲げる固定

資産として使用する場合においては、この限りでない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（追加） 

(3) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１０９条第１項の史

跡、名勝若しくは天然記念物若しくは同条第２項の特別史跡、特別

名勝若しくは特別天然記念物（以下この号において「史跡等」とい

う。）である土地又は史跡等（家屋であるものを除く。）の存する

土地 

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第４２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち必要

があると認めるものについては、当該各号に定めるところにより、固

定資産税を減免する。ただし、第１号、第２号、第４号から第７号ま

で、第１２号の２、第１７号から第２０号まで、第２４号、第２５号

及び第２７号に規定する減免にあってはこれらの規定に該当する事由

が生じ、又は所有する固定資産（第３１条第１項の規定により所有者

第４２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち必要

があると認めるものについては、当該各号に定めるところにより、固

定資産税を減免する。ただし、第１号、第２号、第４号から第７号ま

で、第１２号の２、第１７号から第２０号まで、第２４号、第２５号

及び第２７号に規定する減免にあってはこれらの規定に該当する事由

が生じ、又は所有する固定資産（第３１条第１項の規定により所有者
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とみなされて固定資産税が課されるものを含む。以下この条において

同じ。）がこれらの規定に該当することとなった日前に納期限が経過

している固定資産税について、第８号から第１２号まで、第１３号か

ら第１６号まで、第２１号から第２３号まで及び第２６号に規定する

減免にあってはこれらの規定に該当する固定資産となった日の属する

年度分及び当該固定資産となった日以後最初に到来する賦課期日の属

する年度分の固定資産税については、減免しない。 

とみなされて固定資産税が課されるものを含む。以下この条において

同じ。）がこれらの規定に該当することとなった日前に納期限が経過

している固定資産税について、第８号から第１２号まで、第１３号か

ら第１６号まで、第２１号から第２３号まで及び第２６号に規定する

減免にあってはこれらの規定に該当する固定資産となった日の属する

年度分及び当該固定資産となった日以後最初に到来する賦課期日の属

する年度分の固定資産税については、減免しない。 

(1)～(9) （略） (1)～(9) （略） 

(10) 大阪府文化財保護条例（昭和４４年条例第５号）第７条第１項の

大阪府指定有形文化財若しくは同条例第４６条第１項の大阪府指

定史跡、大阪府指定名勝若しくは大阪府指定天然記念物又は堺市文

化財保護条例（平成３年条例第５号）第４条第１項の堺市指定有形

文化財若しくは同条例第３３条第１項の堺市指定史跡、堺市指定名

勝若しくは堺市指定天然記念物である家屋又はその敷地 免除 

(10) 大阪府文化財保護条例（昭和４４年条例第５号）第７条第１項の

大阪府指定有形文化財若しくは同条例第４６条第１項の大阪府指定

史跡、大阪府指定名勝若しくは大阪府指定天然記念物若しくは堺市文

化財保護条例（平成３年条例第５号）第４条第１項の堺市指定有形文

化財若しくは同条例第３３条第１項の堺市指定史跡、堺市指定名勝若

しくは堺市指定天然記念物（以下この号において「大阪府指定有形文

化財等」という。）である土地若しくは家屋又は大阪府指定有形文化

財等の存する土地 免除 

(11) （略） (11) （略） 

(12) 文化的及び学術的価値が高い古墳（第４５条の２の住宅用地を除

く。）で規則で定めるもの ３分の２減 

(12) 文化的及び学術的価値が高い古墳（第４５条の２第１項の住宅用

地を除く。）で規則で定めるもの ３分の２減 

(12の2)～(27) （略） (12の2)～(27) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（固定資産税の減免に関する申請等） （固定資産税の減免に関する申請等） 
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第４３条 前条第１項又は第５項の規定により固定資産税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した減免申請

書に、減免に関する規定に該当する事由に係る事実を証明する書類を

添付して、市長に提出しなければならない。ただし、前年度において

前条第１項第１号、第２号、第９号から第１１号まで、第１２号の２、

第１３号、第１４号、第１６号から第２４号まで、第２６号又は第２

７号の規定の適用を受けた固定資産について、引き続きこれらの規定

を適用する場合及び開発に伴う本市への寄附及び帰属の場合は、市長

は、申請がないときであっても、申請があったものとみなすことがで

きる。 

第４３条 前条第１項又は第５項の規定により固定資産税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した減免申請

書に、減免に関する規定に該当する事由に係る事実を証明する書類を

添付して、市長に提出しなければならない。ただし、前年度において

前条第１項第１号、第２号、第９号、第１０号、第１２号の２から第

２４号まで、第２６号又は第２７号の規定の適用を受けた固定資産に

ついて、引き続きこれらの規定を適用する場合並びに本市への寄附及

び帰属に係る固定資産について、同項第５号の規定を適用する場合は、

市長は、申請がないときであっても、申請があったものとみなすこと

ができる。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前条第１項又は第５項の規定により固定資産税の減免を受けた者

は、第１項に規定する場合のほか、市長から減免に関する規定に該当

する事由に係る事実を証明する書類の提出を求められた場合は、速や

かに当該書類を市長に提出しなければならない。 

３ 前条第１項又は第５項の規定により固定資産税の減免を受けた者

は、市長から減免に関する規定に該当する事由に係る事実を証明する

書類の提出を求められた場合は、速やかに当該書類を市長に提出しな

ければならない。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第５６条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率

は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第５６条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率

は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車 (1) 原動機付自転車 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 
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エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を

有するものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が０．５メ

ートル以下であるもの及び側面が構造上開放されている車室を備

え、かつ、輪距が０．５メートル以下の３輪のものを除く。）で、

総排気量が０．０２リットルを超えるもの又は定格出力が０．２

５キロワットを超えるもの 年額 ３，７００円 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を

有するものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が０．５メ

ートル以下であるもの、側面が構造上開放されている車室を備え、

かつ、輪距が０．５メートル以下の３輪のもの及び道路運送車両

の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３

号の６に規定する特定小型原動機付自転車を除く。）で、総排気

量が０．０２リットルを超えるもの又は定格出力が０．２５キロ

ワットを超えるもの 年額 ３，７００円 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

附 則 附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第３条の２ 令和４年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得

された令和４年新法附則第１５条第２項第１号に規定する総務省令で

定める汚水又は廃液の処理施設に係る同号の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

第３条の２ 令和４年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得

された令和５年新法附則第１５条第２項第１号に規定する総務省令で

定める汚水又は廃液の処理施設に係る同号の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

２ 令和４年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和４年新法附則第１５条第２項第５号に規定する総務省令で定める除

害施設に係る同号の条例で定める割合は、５分の４とする。 

２ 令和４年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和５年新法附則第１５条第２項第５号に規定する総務省令で定める除

害施設に係る同号の条例で定める割合は、５分の４とする。 

３ 平成２８年４月１日から令和５年３月３１日までの間に都市再生特

別措置法（平成１４年法律第２２号）第２５条に規定する認定事業に

より新たに取得された令和４年新法附則第１５条第１５項本文に規定

する政令で定める家屋又は償却資産に係る同項本文の条例で定める割

３ 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの間に都市再生特別

措置法（平成１４年法律第２２号）第２５条に規定する認定事業によ

り新たに取得された令和５年新法附則第１５条第１４項本文に規定す

る政令で定める家屋又は償却資産に係る同項本文の条例で定める割合
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合は、５分の３とする。 は、５分の３とする。 

４ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和４年新法附則第１５条第２６項第１号イからニまでに掲げる特定再

生可能エネルギー発電設備に係る同号の条例で定める割合は、３分の

２とする。 

４ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和５年新法附則第１５条第２５項第１号イからニまでに掲げる特定再

生可能エネルギー発電設備に係る同号の条例で定める割合は、３分の

２とする。 

５ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和４年新法附則第１５条第２６項第２号イからハまでに掲げる特定再

生可能エネルギー発電設備に係る同号の条例で定める割合は、４分の

３とする。 

５ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和５年新法附則第１５条第２５項第２号イからハまでに掲げる特定再

生可能エネルギー発電設備に係る同号の条例で定める割合は、４分の

３とする。 

６ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和４年新法附則第１５条第２６項第３号イからハまでに掲げる特定再

生可能エネルギー発電設備に係る同号の条例で定める割合は、２分の

１とする。 

６ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得された令

和５年新法附則第１５条第２５項第３号イからハまでに掲げる特定再

生可能エネルギー発電設備に係る同号の条例で定める割合は、２分の

１とする。 

７ 平成２９年４月１日から令和５年３月３１日までの間に取得された

令和４年新法附則第１５条第２９項に規定する地下街等における洪水

時、雨水出水時又は高潮時の避難の確保及び洪水時、雨水出水時又は

高潮時の浸水の防止を図るための設備で総務省令で定めるものに係る

同項の条例で定める割合は、３分の２とする。 

７ 平成２９年４月１日から令和８年３月３１日までの間に取得された

令和５年新法附則第１５条第２８項に規定する地下街等における洪水

時、雨水出水時又は高潮時の避難の確保及び洪水時、雨水出水時又は

高潮時の浸水の防止を図るための設備で総務省令で定めるものに係る

同項の条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 平成２９年４月１日から令和５年３月３１日までの間に令和４年新

法附則第１５条第３３項の総務省令で定める政府の補助を受けた者が

同項に規定する政令で定める特定事業所内保育施設の用に供する固定

資産に係る同項の条例で定める割合は、３分の１とする。 

８ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に令和５年新

法附則第１５条第３２項に規定する総務省令で定める政府の補助を受

けた者が同項に規定する政令で定める特定事業所内保育施設の用に供

する固定資産に係る同項の条例で定める割合は、３分の１とする。 
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９ 都市緑地法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第２６号）の

施行の日から令和５年３月３１日までの間に設置された令和４年新法

附則第１５条第３４項の政令で定める市民緑地の用に供する土地に係

る同項の条例で定める割合は、３分の２とする。 

９ 都市緑地法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第２６号）の

施行の日から令和７年３月３１日までの間に設置された令和５年新法

附則第１５条第３３項に規定する政令で定める市民緑地の用に供する

土地に係る同項の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１０ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの間に取得された

令和４年新法附則第６４条に規定する政令で定める特例対象資産に係

る同条の条例で定める割合は、零とする。 

（削る） 

（追加）  （サービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅に対する固定資産税の

減額） 

第３条の２の２ 平成２７年４月１日から令和５年３月３１日までの間

に新築された令和４年新法附則第１５条の８第２項に規定する政令で

定めるサービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅に係る同項の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

第３条の２の２ 平成２７年４月１日から令和７年３月３１日までの間

に新築された令和５年新法附則第１５条の８第２項に規定する政令で

定めるサービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅に係る同項の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

 （大規模の修繕等が行われたマンションに対する固定資産税の減額） 

（追加） 

第３条の２の３ 令和５年４月１日から令和７年３月３１日までの間に

令和５年新法附則第１５条の９の３第１項に規定する工事が行われた

同項に規定する特定マンションに係る区分所有に係る家屋に係る同項

の条例で定める割合は、３分の１とする。 

（耐震基準適合住宅に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

（耐震基準適合住宅に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第３条の３ （略） 第３条の３ （略） 

（耐震基準適合家屋に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ （耐震基準適合家屋に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ
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うとする者がすべき申告） うとする者がすべき申告） 

第３条の７ 法附則第１５条の１０第１項に規定する耐震基準適合家屋

について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第１３項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平

成７年法律第１２３号）第７条又は同法附則第３条第１項の規定によ

る報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が政令附則第１２条第１９項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

第３条の７ 法附則第１５条の１０第１項に規定する耐震基準適合家屋

について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第１７項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平

成７年法律第１２３号）第７条又は同法附則第３条第１項の規定によ

る報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が政令附則第１２条第１９項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 施行規則附則第７条第１３項に規定する補助の算定の基礎となっ

た当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第７条第１７項に規定する補助の算定の基礎となっ

た当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) （略）  (6) （略）  

（高規格堤防の整備に伴う建替家屋に係る固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告） 

（高規格堤防の整備に伴う建替家屋に係る固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告） 

第３条の９ （略） 第３条の９ （略） 

 （大規模の修繕等が行われたマンションに対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

（追加） 

第３条の１０ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンショ

ンに係る区分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了し
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た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

 (1) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

 (2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

 (3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (4) 当該工事が完了した年月日 

 (5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する

場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

（令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） （令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

（令和２年度分から令和５年度分までの軽自動車税の種別割の税率の

特例） 

（令和４年度分から令和８年度分までの軽自動車税の種別割の税率の

特例） 

第１９条 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に規定する３輪以上

の軽自動車に対する第５６条の規定の適用については、当該軽自動車

が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次

の表の左欄に掲げる第５６条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１９条 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第５６条の規定の適用については、当該軽自動車が

令和４年４月１日から令和８年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度

の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 
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第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 １，８００円 

 １０，８００円 ２，７００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 
 

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 １，８００円 

 １０，８００円 ２，７００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

２ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に規定するガソリン軽自動

車のうち３輪以上のものに対する第５６条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる第５６条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 （削る） 

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 
 

３ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に規定するガソリン軽自動

車のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）

に対する第５６条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が

令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の

表の左欄に掲げる第５６条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

（削る） 
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ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

４ 第１項に規定する３輪以上の軽自動車のうち、自家用の乗用のもの

に対する第５６条の規定の適用については、当該軽自動車が令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第

１項の表の左欄に掲げる第５６条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（削る） 

５ 第１項に規定する３輪以上の軽自動車（自家用の乗用のものを除

く。）に対する第５６条の規定の適用については、当該軽自動車が令

和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽

自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第１項の表の左欄に掲げる第５６条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（削る） 
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６ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽

自動車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第５６条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年

度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年

４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の

左欄に掲げる第５６条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽

自動車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第５６条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和８

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、当該初

回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種

別割に限り、同条第２号ア（イ）中「３，９００円」とあるのは「２，

０００円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」とあるのは「３，

５００円」とする。 

７ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽

自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のもの

に限る。）に対する第５６条の規定の適用については、当該ガソリン

軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽

自動車税の種別割に限り、第３項の表の左欄に掲げる第５６条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

３ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽

自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のもの

に限る。）に対する第５６条の規定の適用については、当該ガソリン

軽自動車が令和４年４月１日から令和７年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の

属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号ア

（イ）中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、同号ア（ウ）

ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例等） （軽自動車税の環境性能割の税率の特例等） 

第２１条の５ １・２ （略） 第２１条の５ １・２ （略） 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第５４条 （削る） 
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の３第２号及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の取得が

法附則第２９条の８の２に規定する特定期間に行われたときに限り、

これらの規定中「１００分の２」とあるのは、「１００分の１」とす

る。 

４ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項又は第５項において読み替

えて準用する場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車であって自

家用のものに対しては、当該軽自動車の取得が前項に規定する特定期

間に行われたときに限り、第５４条の３第１号の規定にかかわらず、

軽自動車税の環境性能割を課さない。 

（削る） 
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＜議案第８４号 堺市印鑑条例の一部を改正する条例＞ 

堺市印鑑条例（昭和６２年条例第２０号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（端末機による印鑑登録証明書の交付） （端末機による印鑑登録証明書の交付） 

第１４条の２ 前２条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード（電子

署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する利用者証明

用電子証明書が記録されているものに限る。）を用いて、端末機（地

方公共団体情報システム機構の電子計算機を経由して本市の電子計算

機と接続されたものをいう。）に、当該利用者証明用電子証明書に係

る暗証番号その他の必要な事項を入力することにより、印鑑登録証明

書の交付を受けることができる。 

第１４条の２ 前２条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード（電子

署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

（平成１４年法律第１５３号。以下「公的個人認証法」という。）第

２２条第１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電子証明書が

記録されているものに限る。）又は電気通信事業法（昭和５９年法律

第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに規定する移動端末設備（公

的個人認証法第３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者証

明用電子証明書が記録されているものに限る。）を用いて、端末機（地

方公共団体情報システム機構の電子計算機を経由して本市の電子計算

機と接続されたものをいう。）に、これらの利用者証明用電子証明書

に係る暗証番号の入力その他の認証を行うことにより、印鑑登録証明

書の交付を受けることができる。 
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＜議案第８５号  堺市手数料条例等の一部を改正する条例＞ 

堺市手数料条例（平成１２年条例第１１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（理容師法関係手数料） （理容師法関係手数料） 

第２７条 理容師法（昭和２２年法律第２３４号。以下この条において

「法」という。）第１１条の２の規定に基づく検査に関し、次に掲げ

る手数料として、次の金額を届出者から徴収する。 

第２７条 理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の２の規定

に基づく検査に関し、次に掲げる手数料として、次の金額を届出者か

ら徴収する。 

理容所の検査手数料 １件 １６，０００円 理容所の検査手数料 １件 １６，０００円 

２ 届出者が法第１１条の２の確認を受けた者から当該確認に係る営業

を譲り受けた者である場合（当該営業に係る施設の構造設備に変更が

ない場合に限る。）における前項の規定の適用については、同項中

「１６，０００円」とあるのは、「１２，９００円」とする。 

（削る） 

（美容師法関係手数料） （美容師法関係手数料） 

第２８条 美容師法（昭和３２年法律第１６３号。以下この条において

「法」という。）第１２条の規定に基づく検査に関し、次に掲げる手

数料として、次の金額を届出者から徴収する。 

第２８条 美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の規定に基

づく検査に関し、次に掲げる手数料として、次の金額を届出者から徴

収する。 

美容所の検査手数料 １件 １６，０００円 美容所の検査手数料 １件 １６，０００円 

２ 届出者が法第１２条の確認を受けた者から当該確認に係る営業を譲

り受けた者である場合（当該営業に係る施設の構造設備に変更がない

場合に限る。）における前項の規定の適用については、同項中「１

６，０００円」とあるのは、「１２，９００円」とする。 

（削る） 



- 24 - 

 

（クリーニング業法関係手数料） （クリーニング業法関係手数料） 

第２９条 クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号。以下この条

において「法」という。）第５条の２の規定に基づく検査に関し、次

に掲げる手数料として、次の金額を届出者から徴収する。 

第２９条 クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第５条の２

の規定に基づく検査に関し、次に掲げる手数料として、次の金額を届

出者から徴収する。 

クリーニング所の検査手数料 １件 １６，０００円 クリーニング所の検査手数料 １件 １６，０００円 

２ 届出者が法第５条の２の確認を受けた者から当該確認に係る営業を

譲り受けた者である場合（当該営業に係る施設の構造設備に変更がな

い場合に限る。）における前項の規定の適用については、同項中「１

６，０００円」とあるのは、「１２，９００円」とする。 

（削る） 

（旅館業法関係手数料） （旅館業法関係手数料） 

第３０条 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号。以下この条において

「法」という。）に基づく事務に関し、次の各号に掲げる手数料とし

て当該各号に定める金額を申請者から徴収する。 

第３０条 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号。以下この条において

「法」という。）に基づく事務に関し、次の各号に掲げる手数料とし

て当該各号に定める金額を申請者から徴収する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 法第３条の２第１項又は法第３条の３第１項の規定に基づく旅館

業の許可を受けた地位の承継の承認申請手数料 １件 ７，４００

円 

(2) 法第３条の２第１項、法第３条の３第１項又は法第３条の４第１

項の規定に基づく旅館業の許可を受けた地位の承継の承認申請手数

料 １件 ７，４００円 

２ 申請者が法第３条第１項本文の許可を受けた者から当該許可に係る

営業を譲り受けた者である場合（当該営業に係る施設の構造設備に変

更がない場合に限る。）における前項第１号の規定の適用について

は、同号中「２２，０００円」とあるのは、「１６，３００円」とす

る。 

（削る） 
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（興行場法関係手数料） （興行場法関係手数料） 

第３１条 興行場法（昭和２３年法律第１３７号。以下この条において

「法」という。）第２条第１項の規定に基づく許可に関し、次の各号

に掲げる手数料として当該各号に定める金額を申請者から徴収する。 

第３１条 興行場法（昭和２３年法律第１３７号）第２条第１項の規定

に基づく許可に関し、次の各号に掲げる手数料として当該各号に定め

る金額を申請者から徴収する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

２ 申請者が法第２条第１項の許可を受けた者から当該許可に係る営業

を譲り受けた者である場合（当該営業に係る施設の構造設備に変更が

ない場合に限る。）における前項の規定の適用については、同項第１

号中「２２，０００円」とあるのは「１６，３００円」と、同項第２

号中「１１，０００円」とあるのは「１０，１００円」とする。 

（削る） 

（公衆浴場法関係手数料） （公衆浴場法関係手数料） 

第３２条 公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号。以下この条におい

て「法」という。）第２条第１項の規定に基づく許可に関し、次に掲

げる手数料として、次の金額を申請者から徴収する。 

第３２条 公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第２条第１項の規

定に基づく許可に関し、次に掲げる手数料として、次の金額を申請者

から徴収する。 

浴場業許可申請手数料 １件 ２２，０００円 浴場業許可申請手数料 １件 ２２，０００円 

２ 申請者が法第２条第１項の許可を受けた者から当該許可に係る営業

を譲り受けた者である場合（当該営業に係る施設の構造設備に変更が

ない場合に限る。）における前項の規定の適用については、同項中

「２２，０００円」とあるのは、「１６，３００円」とする。 

（削る） 
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堺市食品衛生法施行条例（平成１２年条例第２２号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（手数料） （手数料） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 法第５４条に規定する営業を出店の都度組み立てる組立式店舗、屋

台等（次項において「組立式店舗等」という。）で行う場合における

手数料の額は、前項の規定にかかわらず、別表に定める額の５０パー

セントに相当する額とする。 

２ 法第５４条に規定する営業を出店の都度組み立てる組立式店舗、屋

台等で行う場合における手数料の額は、前項の規定にかかわらず、別

表に定める額の５０パーセントに相当する額とする。 

３ 許可営業者からその許可に係る営業を譲り受けた者が営業許可を受

けようとする場合（当該営業に係る施設の構造設備に変更がない場合

に限る。）における手数料の額は、前２項の規定にかかわらず、別表

に定める更新申請手数料の額（組立式店舗等に係る営業の譲受けにあ

っては、同表に定める更新申請手数料の額の５０パーセントに相当す

る額）とする。 

（削る） 

４ （略） ３ （略） 

５ 市長は、特別の理由があると認めるときは、前各項の規定による手

数料を減額し、又は免除することができる。 

４ 市長は、特別の理由があると認めるときは、前３項の規定による手

数料を減額し、又は免除することができる。 

６ （略） ５ （略） 

  



 

- 27 - 

堺市旅館業法施行条例（平成２４年条例第６７号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号。以下

「法」という。）第３条第３項第３号（法第３条の２第２項及び第３

条の３第３項において準用する場合を含む。以下同じ。）、第３条第

４項（法第３条の２第２項及び第３条の３第３項において準用する場

合を含む。以下同じ。）、第４条第２項及び第５条第３号並びに旅館

業法施行令（昭和３２年政令第１５２号。以下「政令」という。）第

１条第１項第８号、第２項第７号及び第３項第５号の規定に基づき旅

館業の許可の制限区域、旅館業の営業の施設について講ずべき措置の

基準等及び旅館業の施設の構造設備の基準を定め、併せて法の施行に

ついて必要なその他の事項を定める。 

第１条 この条例は、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号。以下

「法」という。）第３条第３項第３号（法第３条の２第２項、第３条

の３第２項及び第３条の４第３項において準用する場合を含む。以下

同じ。）、第３条第４項（法第３条の２第２項、第３条の３第２項及

び第３条の４第３項において準用する場合を含む。以下同じ。）、第

４条第２項及び第５条第１項第４号並びに旅館業法施行令（昭和３２

年政令第１５２号。以下「政令」という。）第１条第１項第８号、第

２項第７号及び第３項第５号の規定に基づき旅館業の許可の制限区

域、旅館業の営業の施設について講ずべき措置の基準等及び旅館業の

施設の構造設備の基準を定め、併せて法の施行について必要なその他

の事項を定める。 

（法第５条第３号の条例で定める事由） （法第５条第１項第４号の条例で定める事由） 

第６条 法第５条第３号の条例で定める事由は、同条第１号又は第２号

に該当する場合のほか、他の宿泊者に著しく迷惑を及ぼすおそれがあ

ると認められることとする。 

第６条 法第５条第１項第４号の条例で定める事由は、同項第１号から

第３号までのいずれかに該当する場合のほか、他の宿泊者に著しく迷

惑を及ぼすおそれがあると認められることとする。 
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＜議案第８６号 堺市立学校授業料等及び幼稚園保育料に関する条例等の一部を改正する条例＞ 

堺市立学校授業料等及び幼稚園保育料に関する条例（昭和２６年条例第１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

種別 金額 

（略） 

堺市立幼稚園保育料 子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第２７条第３項

第２号の政令で定める額を基準

として、同法第１９条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子ども

の保護者の属する世帯の所得の

状況その他の事情を勘案して市

長が定める額 
 

種別 金額 

 （略） 

堺市立幼稚園保育料 子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第２７条第３項

第２号の政令で定める額を基準

として、同法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子どもの保護

者の属する世帯の所得の状況そ

の他の事情を勘案して市長が定

める額 
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堺市立こどもリハビリテーションセンター条例（平成５年条例第２７号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（使用料） （使用料） 

第６条 前条第２号及び第３号に掲げる児童で、法第２１条の５の３第

１項に規定する指定通所支援を受けたものについては、次に掲げる額

の使用料を徴収する。 

第６条 前条第２号及び第３号に掲げる児童で、法第２１条の５の３第

１項に規定する指定通所支援を受けたものについては、次に掲げる額

の使用料を徴収する。 

(1) 法第２１条の５の３第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額 

(1) 法第２１条の５の３第２項に規定する内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額 

(2) （略） (2) （略） 

２ 前条第４号に掲げる者で、法第２４条の２６第２項に規定する指定

障害児相談支援を受けたものについては、同項に規定する厚生労働大

臣が定める基準により算定した費用の額の使用料を徴収する。 

２ 前条第４号に掲げる者で、法第２４条の２６第２項に規定する指定

障害児相談支援を受けたものについては、同項に規定する内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額の使用料を徴収する。 

３ 前条第５号に掲げる者で、障害者支援法第５１条の１７第２項に規

定する指定計画相談支援を受けたものについては、同項に規定する厚

生労働大臣が定める基準により算定した費用の額の使用料を徴収す

る。 

３ 前条第５号に掲げる者で、障害者支援法第５１条の１７第２項に規

定する指定計画相談支援を受けたものについては、同項に規定する主

務大臣が定める基準により算定した費用の額の使用料を徴収する。 
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堺市子ども・子育て会議条例（平成２５年条例第３１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（設置） （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第７７条第１項の規定に基づき、堺市子ども・子育て会議

（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第７２条第１項の規定に基づき、堺市子ども・子育て会議

（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 
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堺市子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例（平成２７年条例第１３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。

以下「法」という。）第８７条の規定に基づく過料について必要な事

項を定める。 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。

以下「法」という。）第８２条の規定に基づく過料について必要な事

項を定める。 
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＜議案第８７号 堺市立農業公園条例の一部を改正する条例＞ 

堺市立農業公園条例（平成１２年条例第２１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（指定管理者の指定の手続） （指定管理者の指定の手続） 

第１９条 市長は、第１７条の規定により指定管理者に公園の管理をさ

せようとするときは、公の施設の管理運営に関する実績及び公園の特

殊性を勘案し、本市が出資する法人及び公共的団体のうちから適当と

認めるものを指定するものとする。 

第１９条 市長は、第１７条の規定により指定管理者に公園の管理をさ

せようとするときは、次の各号のいずれかにより指定管理者を指定す

るものとする。 

（追加） 

(1) 本市が出資する法人及び公共的団体（以下これらを「法人等」と

いう。）の設立趣旨、公の施設の管理運営に関する実績等並びに公

園の特殊性を勘案し、当該法人等の特性を活用して公園の運営を図

ろうとする場合 当該法人等のうちから指定 

（追加） 

(2) 前条に規定する業務の遂行に必要な能力及び実績を有する法人そ

の他の団体の技術又は技能を活用して公園の運営を図ろうとする場

合 特別な事由があると認める場合を除き、公募により指定 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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＜議案第８８号 堺市立フォレストガーデン条例の一部を改正する条例＞ 

堺市立フォレストガーデン条例（平成５年条例第２９号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（行為の禁止） （行為の禁止） 

第４条 フォレストガーデンにおいては、次に掲げる行為をしてはなら

ない。ただし、菜園における作物の収穫及び害虫等の防除その他市長

においてフォレストガーデンの管理上支障がないと認めるものについ

ては、この限りでない。 

第４条 フォレストガーデンにおいては、次に掲げる行為をしてはなら

ない。ただし、菜園における農作物の栽培及び収穫並びに害虫等の防

除その他市長においてフォレストガーデンの管理上支障がないと認め

るものについては、この限りでない。 

(1) 植物を採取し、又は損傷すること。 (1) 植物を栽培し、採取し、又は損傷すること。 

(2)～(7) （略） (2)～(7) （略） 

(8) 工作物を設置すること。 (8) 工作物を設置し、又は物品等を放置すること。 

(9)・(10) （略） (9)・(10) （略） 

（菜園の使用期間） （菜園の使用期間） 

第９条 菜園の使用期間は、１区画１回につき２年以内とする。 第９条 菜園の使用期間は、１区画１回につき４年以内とする。 

別表第２（第１４条関係） 別表第２（第１４条関係） 

区分 面積 金額（年額） 

大 区 画 おおむね５０平方メートル ３０，０００円 

小 区 画 おおむね２５平方メートル １５，０００円 
 

区分 面積 金額（年額） 

大区画 おおむね５０平方メートル ３０，０００円 

小区画 おおむね２５平方メートル １５，０００円 

その他の区画 ― １平方メートルにつき６０

０円 
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＜議案第８９号 堺市附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例＞ 

堺市附属機関の設置等に関する条例（平成２５年条例第４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表（第２条、第３条、第４条関係） 別表（第２条、第３条、第４条関係） 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

附属機関 担任事務 委員の定数 委員の任期 

（略） 

堺市景観賞

選考委員会 
 （略） 

堺市駅前公

共施設用地

活用事業者

選定委員会 

堺市駅前公共施設用地活用

事業に係る事業者の選定に

ついての審議及び審査に関

する事務 

５人以内 委嘱され、又

は任命された

日から事業者

が選定される

日まで 

堺市建設局

指定管理者

候補者選定

委員会 

 （略） 

（略） 
 

附属機関 担任事務 委員の定数 委員の任期 

（略） 

堺市景観賞

選考委員会 
 （略） 

（削る） 

堺市建設局

指定管理者

候補者選定

委員会 

 （略） 

（略） 
 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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＜議案第９０号 堺市火災予防条例の一部を改正する条例＞ 

堺市火災予防条例（平成２０年条例第２５号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第１８条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車

等（電気を動力源とする自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１

０５号）第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規

定する原動機付自転車をいう。第１２号において同じ。）をいう。以

下この条において同じ。）に充電する設備（全出力２０キロワット以

下のもの及び全出力２００キロワットを超えるものを除く。）をい

う。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらな

ければならない。 

第１８条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車

等（電気を動力源とする自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その

他これらに類するものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケ

ーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。以下同じ。）を

用いて充電する設備（全出力２０キロワット以下のものを除く。）を

いい、分離型のもの（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト

（コネクター及び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を

有しないものをいう。以下同じ。）により構成されるものをいう。以

下同じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同じ。）の位置、構

造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長又は

消防署長が認める延焼を防止するための措置が講じられているもの

を除く。）を屋外に設ける場合にあっては、建築物から３メートル

以上の距離を保つこと。ただし、不燃材料で造り、又は覆われた外

壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長又は

消防署長が認める延焼を防止するための措置が講じられているもの

を除く。）を屋外に設ける場合にあっては、建築物から３メートル

以上の距離を保つこと。ただし、次に掲げるものについては、この

限りでない。 

（追加） 
ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面す

るもの 
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（追加） イ 分離型のものの充電ポスト 

(2) その筐体は不燃性の金属材料で造ること。 (2) その筐体は、不燃性の金属材料で造ること。ただし、分離型のも

のの充電ポストにあっては、この限りでない。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

(6) 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続されていない場合に

は、充電を開始しない措置を講ずること。 

(6) コネクターと電気自動車等が確実に接続されていない場合には、

充電を開始しない措置を講ずること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等の接続部に電圧が印加されている場

合には、当該接続部が外れないようにする措置を講ずること。 

(7) コネクターが電気自動車等に接続され、電圧が印加されている場

合には、当該コネクターが当該電気自動車等から外れないようにす

る措置を講ずること。 

(8)～(10) （略） (8)～(10) （略） 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずる

こと。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止することができる装置を、当該

急速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに操作するこ

とができる箇所に設ける措置を講ずること。 

(12) 自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 (12) 急速充電設備と電気自動車等との衝突を防止する措置を講ずるこ

と。 

(13) コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部

分をいう。以下この号において同じ。）について、操作に伴う不時

の落下を防止する措置を講ずること。ただし、コネクターに十分な

強度を有するものにあっては、この限りでない。 

(13) コネクターについて、操作に伴う不時の落下を防止する措置を講

ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するものにあって

は、この限りでない。 

(14)・(15) （略） (14)・(15) （略） 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該

蓄電池について次に掲げる措置を講ずること。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池（主として保安のために設けるものを

除く。）を内蔵しているものにあっては、当該蓄電池について次に
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掲げる措置を講ずること。 

ア～エ （略） ア～エ （略） 

（追加） 

(17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電

池（主として保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこ

と。 

(17)・(18) （略） (18)・(19) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（避雷設備） （避雷設備） 

第２３条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格

（産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本

産業規格をいう。）に適合するものとしなければならない。 

第２３条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格

（産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本

産業規格をいう。以下同じ。）に適合するものとしなければならな

い。 

２ （略） ２ （略） 

（喫煙等） （喫煙等） 

第３３条 １・２ （略） 第３３条 １・２ （略） 

３ 前項の場合において、併せて図記号による標識を設けるときは、別

表第２に定めるものとしなければならない。 
（削る） 

４ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除

く。）を有する防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める措置を講じなければならない。 

３ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除

く。）を有する防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める措置を講じなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 
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(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻容器を設けた喫煙

所の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置

（併せて図記号による標識を設けるときは、別表第２に定めるもの

としなければならない。） 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 次に掲げる措置 

ア 適当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置 

イ アの喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（喫煙専

用室標識（健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第３３条第２

項に規定する喫煙専用室標識をいう。）を掲示する場合を除く。） 

（追加） 

４ 第２項又は前項第２号イに規定する標識と併せて図記号による標識

を設けるときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて

設ける標識の図記号にあっては国際標準化機構が定めた規格第７０１

０号又は日本産業規格Ｚ８２１０に、「喫煙所」と表示した標識と併

せて設ける標識の図記号にあっては国際標準化機構が定めた規格第７

００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に、それぞれ適合するものとし

なければならない。 

５ 前項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客

席及び廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けな

ければならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が

禁止されている旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙

の禁止を確保するために消防署長が火災予防上必要と認める措置を講

じた場合は、当該階において喫煙所を設けないことができる。 

５ 第３項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに

客席及び廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設け

なければならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙

が禁止されている旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫

煙の禁止を確保するために消防署長が火災予防上必要と認める措置を

講じた場合は、当該階において喫煙所を設けないことができる。 

６・７ （略） ６・７ （略） 

（可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等） （可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等） 

第５８条 別表第３の品名欄に掲げる物品で同表の数量欄に定める数量

以上のもの（以下「指定可燃物」という。）のうち可燃性固体類（同

第５８条 別表第２の品名欄に掲げる物品で同表の数量欄に定める数量

以上のもの（以下「指定可燃物」という。）のうち可燃性固体類（同
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表備考第６号に規定する可燃性固体類をいう。以下同じ。）及び可燃

性液体類（同表備考第８号に規定する可燃性液体類をいう。以下同

じ。）並びに指定数量の５分の１以上指定数量未満の第４類の危険物

のうち動植物油類（以下「可燃性液体類等」という。）の貯蔵及び取

扱いは、次に掲げる技術上の基準によらなければならない。 

表備考第６号に規定する可燃性固体類をいう。以下同じ。）及び可燃

性液体類（同表備考第８号に規定する可燃性液体類をいう。以下同

じ。）並びに指定数量の５分の１以上指定数量未満の第４類の危険物

のうち動植物油類（以下「可燃性液体類等」という。）の貯蔵及び取

扱いは、次に掲げる技術上の基準によらなければならない。 

(1) 可燃性液体類等を容器に収納し、又は詰め替える場合は、次によ

ること。 

(1) 可燃性液体類等を容器に収納し、又は詰め替える場合は、次によ

ること。 

ア 可燃性固体類（別表第３備考第６号エに該当するものを除

く。）にあっては危険物規則別表第３の危険物の類別及び危険等

級の別の第２類のⅢの欄において、可燃性液体類及び指定数量の

５分の１以上指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類に

あっては危険物規則別表第３の２の危険物の類別及び危険等級の

別の第４類のⅢの欄において、それぞれ適応するものとされる内

装容器（内装容器の容器の種類の項が空欄のものにあっては、外

装容器）又はこれと同等以上であると認められる容器（以下この

号において「内装容器等」という。）に適合する容器に収納し、

又は詰め替えるとともに、温度変化等により可燃性液体類等が漏

れないように容器を密封して収納すること。 

ア 可燃性固体類（別表第２備考第６号エに該当するものを除

く。）にあっては危険物規則別表第３の危険物の類別及び危険等

級の別の第２類のⅢの欄において、可燃性液体類及び指定数量の

５分の１以上指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類に

あっては危険物規則別表第３の２の危険物の類別及び危険等級の

別の第４類のⅢの欄において、それぞれ適応するものとされる内

装容器（内装容器の容器の種類の項が空欄のものにあっては、外

装容器）又はこれと同等以上であると認められる容器（以下この

号において「内装容器等」という。）に適合する容器に収納し、

又は詰め替えるとともに、温度変化等により可燃性液体類等が漏

れないように容器を密封して収納すること。 

イ （略） イ （略） 

(2) 可燃性液体類等（別表第３備考第６号エに該当するものを除

く。）を収納した容器を積み重ねて貯蔵する場合には、高さ４メー

トルを超えて積み重ねないこと。 

(2) 可燃性液体類等（別表第２備考第６号エに該当するものを除

く。）を収納した容器を積み重ねて貯蔵する場合には、高さ４メー

トルを超えて積み重ねないこと。 
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(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

２ 可燃性液体類等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備

は、次の各号に掲げる技術上の基準によらなければならない。 

２ 可燃性液体類等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備

は、次の各号に掲げる技術上の基準によらなければならない。 

(1) 可燃性液体類等を貯蔵し、又は取り扱う屋外の場所の周囲には、

可燃性固体類及び可燃性液体類（以下「可燃性固体類等」とい

う。）にあっては容器等の種類及び可燃性固体類等の数量の倍数

（貯蔵し、又は取り扱う可燃性固体類等の数量を別表第３に定める

当該可燃性固体類等の数量で除して得た値をいう。以下この条にお

いて同じ。）に応じ次の表に掲げる幅の空地を、指定数量の５分の

１以上指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類にあっては

１メートル以上の幅の空地をそれぞれ保有するか、又は防火上有効

な塀を設けること。 

(1) 可燃性液体類等を貯蔵し、又は取り扱う屋外の場所の周囲には、

可燃性固体類及び可燃性液体類（以下「可燃性固体類等」とい

う。）にあっては容器等の種類及び可燃性固体類等の数量の倍数

（貯蔵し、又は取り扱う可燃性固体類等の数量を別表第２に定める

当該可燃性固体類等の数量で除して得た値をいう。以下この条にお

いて同じ。）に応じ次の表に掲げる幅の空地を、指定数量の５分の

１以上指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類にあっては

１メートル以上の幅の空地をそれぞれ保有するか、又は防火上有効

な塀を設けること。 

容器等の種類 可燃性固体類等の数量の倍数 空地の幅 

（略） 
 

容器等の種類 可燃性固体類等の数量の倍数 空地の幅 

（略） 
 

(2) 別表第３に定める数量の２０倍以上の可燃性固体類等を屋内にお

いて貯蔵し、又は取り扱う場合は、壁、柱、床及び天井（天井のな

い場合は、屋根）を不燃材料で造った室内において行うこと。ただ

し、その周囲に幅１メートル（別表第３で定める数量の２００倍以

上の可燃性固体類等を貯蔵し、又は取り扱う場合は、３メートル）

以上の空地を保有するか、又は防火上有効な隔壁を設けた建築物そ

の他の工作物内にあっては、壁、柱、床及び天井（天井のない場合

は、屋根）を不燃材料で覆った室内において、貯蔵し、又は取り扱

(2) 別表第２で定める数量の２０倍以上の可燃性固体類等を屋内にお

いて貯蔵し、又は取り扱う場合は、壁、柱、床及び天井（天井のな

い場合は、屋根）を不燃材料で造った室内において行うこと。ただ

し、その周囲に幅１メートル（別表第２で定める数量の２００倍以

上の可燃性固体類等を貯蔵し、又は取り扱う場合は、３メートル）

以上の空地を保有するか、又は防火上有効な隔壁を設けた建築物そ

の他の工作物内にあっては、壁、柱、床及び天井（天井のない場合

は、屋根）を不燃材料で覆った室内において、貯蔵し、又は取り扱
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うことができる。 うことができる。 

３ （略） ３ （略） 

（綿花類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等） （綿花類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等） 

第５９条 指定可燃物のうち可燃性固体類等以外の指定可燃物（以下

「綿花類等」という。）の貯蔵及び取扱いは、次に掲げる技術上の基

準によらなければならない。 

第５９条 指定可燃物のうち可燃性固体類等以外の指定可燃物（以下

「綿花類等」という。）の貯蔵及び取扱いは、次に掲げる技術上の基

準によらなければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 再生資源燃料（別表第３備考第５号に規定する再生資源燃料をい

う。以下同じ。）のうち、廃棄物固形化燃料その他の水分によって

発熱又は可燃性ガスの発生のおそれがあるもの（以下「廃棄物固形

化燃料等」という。）を貯蔵し、又は取り扱う場合は、次によるこ

と。 

(5) 再生資源燃料（別表第２備考第５号に規定する再生資源燃料をい

う。以下同じ。）のうち、廃棄物固形化燃料その他の水分によって

発熱又は可燃性ガスの発生のおそれがあるもの（以下「廃棄物固形

化燃料等」という。）を貯蔵し、又は取り扱う場合は、次によるこ

と。 

ア～エ （略） ア～エ （略） 

２ 綿花類等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備は、次

に掲げる技術上の基準によらなければならない。 

２ 綿花類等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備は、次

に掲げる技術上の基準によらなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 綿花類等のうち廃棄物固形化燃料等及び合成樹脂類（別表第３備

考第９号に規定する合成樹脂類をいう。以下同じ。）以外のものを

集積する場合には、一集積単位の面積が２００平方メートル以下に

なるように区分するとともに、集積単位相互間に次の表に掲げる距

離を保つこと。ただし、廃棄物固形化燃料等以外の再生資源燃料及

び石炭・木炭類（同表備考第７号に規定する石炭・木炭類をい

(2) 綿花類等のうち廃棄物固形化燃料等及び合成樹脂類（別表第２備

考第９号に規定する合成樹脂類をいう。以下同じ。）以外のものを

集積する場合には、一集積単位の面積が２００平方メートル以下に

なるように区分するとともに、集積単位相互間に次の表に掲げる距

離を保つこと。ただし、廃棄物固形化燃料等以外の再生資源燃料及

び石炭・木炭類（同表備考第７号に規定する石炭・木炭類をい
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う。）にあっては、温度計等により温度を監視するとともに、廃棄

物固形化燃料等以外の再生資源燃料又は石炭・木炭類を適温に保つ

ための散水設備等を設置した場合は、この限りでない。 

う。）にあっては、温度計等により温度を監視するとともに、廃棄

物固形化燃料等以外の再生資源燃料又は石炭・木炭類を適温に保つ

ための散水設備等を設置した場合は、この限りでない。 

区分 距離 

（略） 
 

区分 距離 

（略） 
 

(3) 綿花類等のうち合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う場合は、次に

よること。 

(3) 綿花類等のうち合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う場合は、次に

よること。 

ア （略） ア （略） 

イ 合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う屋外の場所の周囲には、１

メートル（別表第３で定める数量の２０倍以上の合成樹脂類を貯

蔵し、又は取り扱う場合は、３メートル）以上の空地を保有する

か、又は防火上有効な塀を設けること。ただし、開口部のない防

火構造の壁又は不燃材料で造った壁に面する場合又は火災の延焼

を防止するため水幕設備を設置する等必要な措置を講じた場合

は、この限りでない。 

イ 合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う屋外の場所の周囲には、１

メートル（別表第２で定める数量の２０倍以上の合成樹脂類を貯

蔵し、又は取り扱う場合は、３メートル）以上の空地を保有する

か、又は防火上有効な塀を設けること。ただし、開口部のない防

火構造の壁又は不燃材料で造った壁に面する場合又は火災の延焼

を防止するため水幕設備を設置する等必要な措置を講じた場合

は、この限りでない。 

ウ （略） ウ （略） 

エ 別表第３に定める数量の１００倍以上を屋内において貯蔵し、

又は取り扱う場合は、壁及び天井（天井のない場合は、屋根）を

難燃材料（建築基準法施行令第１条第６号に規定する難燃材料を

いう。以下同じ。）で仕上げた室内において行うこと。 

エ 別表第２で定める数量の１００倍以上を屋内において貯蔵し、

又は取り扱う場合は、壁及び天井（天井のない場合は、屋根）を

難燃材料（建築基準法施行令第１条第６号に規定する難燃材料を

いう。以下同じ。）で仕上げた室内において行うこと。 

(4) 廃棄物固形化燃料等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及

び設備は、前号ア及びエの規定の例によるほか、次に掲げる技術上

(4) 廃棄物固形化燃料等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及

び設備は、前号ア及びエの規定の例によるほか、次に掲げる技術上
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の基準によること。 の基準によること。 

ア （略） ア （略） 

イ 別表第３で定める数量の１００倍以上の廃棄物固形化燃料等を

タンクにおいて貯蔵する場合は、当該タンクは廃棄物固形化燃料

等に発熱が生じた場合に廃棄物固形化燃料等を迅速に排出できる

構造とすること。ただし、当該タンクに廃棄物固形化燃料等の発

熱の拡大を防止するための散水設備又は不活性ガス封入設備を設

置した場合は、この限りでない。 

イ 別表第２で定める数量の１００倍以上の廃棄物固形化燃料等を

タンクにおいて貯蔵する場合は、当該タンクは、廃棄物固形化燃

料等に発熱が生じた場合に廃棄物固形化燃料等を迅速に排出でき

る構造とすること。ただし、当該タンクに廃棄物固形化燃料等の

発熱の拡大を防止するための散水設備又は不活性ガス封入設備を

設置した場合は、この限りでない。 

（危険要因の把握等） （危険要因の把握等） 

第６０条 別表第３で定める数量の１００倍以上の再生資源燃料（廃棄

物固形化燃料等に限る。）、可燃性固体類、可燃性液体類又は合成樹

脂類を貯蔵し、又は取り扱う場合は、当該貯蔵し、又は取り扱う場所

における火災の危険要因を把握するとともに、前２条に定めるものの

ほか当該危険要因に応じた火災予防上有効な措置を講じなければなら

ない。 

第６０条 別表第２で定める数量の１００倍以上の再生資源燃料（廃棄

物固形化燃料等に限る。）、可燃性固体類、可燃性液体類又は合成樹

脂類を貯蔵し、又は取り扱う場合は、当該貯蔵し、又は取り扱う場所

における火災の危険要因を把握するとともに、前２条に定めるものの

ほか当該危険要因に応じた火災予防上有効な措置を講じなければなら

ない。 

（少量危険物等の貯蔵及び取扱いの届出等） （少量危険物等の貯蔵及び取扱いの届出等） 

第８８条 少量危険物（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合は、指

定数量の２分の１以上指定数量未満の危険物）及び別表第３で定める

数量の５倍以上（再生資源燃料、可燃性固体類等及び合成樹脂類にあ

っては、同表で定める数量以上）の指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱

おうとする者は、あらかじめ、その旨を消防署長に届け出なければな

らない。届出の内容を変更しようとする者についても、また同様とす

第８８条 少量危険物（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合は、指

定数量の２分の１以上指定数量未満の危険物）及び別表第２で定める

数量の５倍以上（再生資源燃料、可燃性固体類等及び合成樹脂類にあ

っては、同表で定める数量以上）の指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱

おうとする者は、あらかじめ、その旨を消防署長に届け出なければな

らない。届出の内容を変更しようとする者についても、また同様とす
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る。 る。 

２ （略） ２ （略） 

別表第２（第３３条関係）  

表示の種類 図記号 色 

禁煙である旨の表示 

 

記号は黒、斜めの帯及び枠は

赤、地は白 

火気厳禁である旨の

表示  

記号は黒、斜めの帯及び枠は

赤、地は白 

喫煙所である旨の表

示 
 
記号は黒、地は白 

 

（削る） 

別表第３（第５８条、第５９条、第６０条、第８８条関係） 別表第２（第５８条、第５９条、第６０条、第８８条関係） 

品名 数量 

（略） 
 

品名 数量 

（略） 
 

備考 備考 

１ 「綿花類」とは、不燃性又は難燃性でない綿状又はトップ状の

繊維及び麻糸原料をいう。 

２ 「ぼろ及び紙くず」とは、不燃性又は難燃性でないもの（動植

物油がしみ込んでいる布又は紙及びこれらの製品を含む。）をい

う。 

３ 「糸類」とは、不燃性又は難燃性でない糸（糸くずを含む。）

及び繭をいう。 

４ 「わら類」とは、乾燥わら、乾燥藺及びこれらの製品並びに干

(1) 「綿花類」とは、不燃性又は難燃性でない綿状又はトップ状の

繊維及び麻糸原料をいう。 

(2) 「ぼろ及び紙くず」とは、不燃性又は難燃性でないもの（動植

物油がしみ込んでいる布又は紙及びこれらの製品を含む。）をい

う。 

(3) 「糸類」とは、不燃性又は難燃性でない糸（糸くずを含む。）

及び繭をいう。 

(4) 「わら類」とは、乾燥わら、乾燥藺及びこれらの製品並びに干
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し草をいう。 

５ 「再生資源燃料」とは、資源の有効な利用の促進に関する法律

（平成３年法律第４８号）第２条第４項に規定する再生資源を原

材料とする燃料をいう。 

６ 「可燃性固体類」とは、固体で、次のア、ウ又はエのいずれか

に該当するもの（１気圧において、温度２０度を超えて４０度以

下の間において液状となるもので、次のイ、ウ又はエのいずれか

に該当するものを含む。）をいう。 

ア 引火点が４０度以上１００度未満のもの 

イ 引火点が７０度以上１００度未満のもの 

ウ 引火点が１００度以上２００度未満で、かつ、燃焼熱量が３

４キロジュール毎グラム以上であるもの 

エ 引火点が２００度以上で、かつ、燃焼熱量が３４キロジュー

ル毎グラム以上であるもので、融点が１００度未満のもの 

７ 「石炭・木炭類」には、コークス、粉状の石炭が水に懸濁して

いるもの、豆炭、煉炭、石油コークス、活性炭及びこれらに類す

るものを含む。 

８ 「可燃性液体類」とは、法別表第１備考第１４号の総務省令で

定める物品で液体であるもの、同表備考第１５号及び第１６号の

総務省令で定める物品で１気圧において温度２０度で液状である

もの、同表備考第１７号の総務省令で定めるところにより貯蔵保

管されている動植物油で１気圧において温度２０度で液状である

もの並びに引火性液体の性状を有する物品（１気圧において、温

し草をいう。 

(5) 「再生資源燃料」とは、資源の有効な利用の促進に関する法律

（平成３年法律第４８号）第２条第４項に規定する再生資源を原

材料とする燃料をいう。 

(6) 「可燃性固体類」とは、固体で、次のア、ウ又はエのいずれか

に該当するもの（１気圧において、温度２０度を超えて４０度以

下の間において液状となるもので、次のイ、ウ又はエのいずれか

に該当するものを含む。）をいう。 

ア 引火点が４０度以上１００度未満のもの 

イ 引火点が７０度以上１００度未満のもの 

ウ 引火点が１００度以上２００度未満で、かつ、燃焼熱量が３

４キロジュール毎グラム以上であるもの 

エ 引火点が２００度以上で、かつ、燃焼熱量が３４キロジュー

ル毎グラム以上であるもので、融点が１００度未満のもの 

(7) 「石炭・木炭類」には、コークス、粉状の石炭が水に懸濁して

いるもの、豆炭、練炭、石油コークス、活性炭及びこれらに類す

るものを含む。 

(8) 「可燃性液体類」とは、法別表第１備考第１４号の総務省令で

定める物品で液体であるもの、同表備考第１５号及び第１６号の

総務省令で定める物品で１気圧において温度２０度で液状である

もの、同表備考第１７号の総務省令で定めるところにより貯蔵保

管されている動植物油で１気圧において温度２０度で液状である

もの並びに引火性液体の性状を有する物品（１気圧において、温
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度２０度で液状であるものに限る。）で１気圧において引火点が

２５０度以上のものをいう。 

９ 「合成樹脂類」とは、不燃性又は難燃性でない固体の合成樹脂

製品、合成樹脂半製品、原料合成樹脂及び合成樹脂くず（不燃性

又は難燃性でないゴム製品、ゴム半製品、原料ゴム及びゴムくず

を含む。）をいい、合成樹脂の繊維、布、紙及び糸並びにこれら

のぼろ及びくずを除く。 

度２０度で液状であるものに限る。）で１気圧において引火点が

２５０度以上のものをいう。 

(9) 「合成樹脂類」とは、不燃性又は難燃性でない固体の合成樹脂 

製品、合成樹脂半製品、原料合成樹脂及び合成樹脂くず（不燃性

又は難燃性でないゴム製品、ゴム半製品、原料ゴム及びゴムくず

を含む。）をいい、合成樹脂の繊維、布、紙及び糸並びにこれら

のぼろ及びくずを除く。 
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